
はじめに

国際有機農業運動連盟 (International Federa-

tion of Organic Agriculture Movements, 略称

IFOAM アイフォーム) は, 世界の有機農業運

動の国際的な連帯組織であり, 116カ国以上の有

機農業団体等約 750団体 (2012年現在) が加盟

する｡ 2011 年 9 月, アジアで初めての第 17 回

IFOAM世界大会が韓国の有機農業発祥の地・南

揚市で開催された｡ 大会テーマは, ｢オーガニッ

ク・イズ・ライフ｣ (有機農業はいのち)｡ 本会議

の他に, ISOFAR (国際有機農業学会), スロー

フード・テッラ・マードレ韓国, ワールド・オー

ガニック・フェアなどの関連イベントが数多く開

かれ, 盛会だった｡ 会議だけでも 76 カ国から

2,000人, ワールド・オーガニック・フェアには

25 万人が訪れ, IFOAM 大会としても最大規模

となった (筆者は, プレ大会 (種子) 及び本会議

に出席)｡

IFOAMは, 世界共通の有機農業の目標を定め,

有機農業の生産・加工等に関する基準策定やその

認証機関の資格認定活動などを通して有機生産基

準の国際標準化を図ってきた｡ 1982 年から

IFOAM の有機生産・加工等基礎基準 (Basic

Standard Guideline) を策定し, ほぼ 3年に一

度の総会等を通して改訂を重ね, 同時に食品規格

の国際的な機関となっている FAO/WHO合同国

際食品規格委員会 (コーデックス委員会) にも影

響力を及ぼしてきた｡ だが, 2000年代になると,
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それまでの欧米中心の第三者認証による有機農産

物販売の推進だけでは世界の有機農業を進める声

を代表していないことが明らかになってきた｡

経済のグローバル化による大企業支配が進展す

る中で, 貧富の差が広がり, 途上国では農村地帯

に貧困層が広がっている｡ 欧米でも農業・食料の

大企業による支配が進み, 小規模農家が立ちゆか

なくなっている｡ さらに, 有機の世界でも, 既存

の大企業が有機に参入するようになり, 小規模有

機農家も追い詰められている｡ IFOAMは, そう

した世界の貧困や飢餓の問題に対して, これまで

も有機農業の導入による解決を提唱してきたが,

その要請はますます強まっている｡

IFOAM理事会は, 2011年 9月 22日, 韓国で

の第 17回 IFOAM世界大会・総会を前に, 小規

模農家の役割についてのポジション・ペーパー

(見解) を出し, グローバル経済下の小規模農家

を守る活動への取組みをいっそう強めることにし

た｡ 併せて, この第 17回世界大会・総会では,

多くの途上国の小規模農家に手の届く参加型有機

認証 (PGS) の推進も打ち出した｡

1970年代に始まった日本の有機農業運動の特

徴は, 農業者だけでなく, 消費者 (都市生活者)

が参画する ｢産消提携｣ ｢提携｣ (生産者と消費者

の提携) を軸に伸展してきたことである｡ ｢提携｣

は, それぞれの地域に有機農業生産と地域自給・

地産地消を根付かせ, 有機農業運動を牽引する原

動力となってきた｡ アメリカでは, 1986年から

始まった CSA (Community Supported Agri-

culture 地域が支える農業, または地域支援型

農業) の取組みが日本の ｢提携｣ と同様の理念や

方法をもち, 広がりをみせている｡ 2001年から

はフランスで, CSAに範をとった AMAP (As-

sociations pour le maintien d’une agriculture

paysanne, 家族農業を守る会) の取組みが始ま

り, また, 呼び名はそれぞれ違うが, 同様に生産

者と消費者が協同して進める有機農業がカナダ,

イギリス, オーストラリア, ニュージーランド,

南米, 東欧などでも広がっている｡ ｢提携｣・

CSA の国際連携ネットワーク URGENCI (An

Urban-Rural Network: Generating new forms

of Exchange between Citizens, まちとむらの

新しい連帯＝産消提携国際ネットワーク ウージャ

ンシー) も 2001年から組織され, 第 4回国際シ

ンポジウムが 2010年に日本 (神戸市) で開かれ

た｡

そのような ｢提携｣・CSAが, 出会うべくして

出会うことになったのが ｢参加型有機認証｣

(Participatory Guarantee Systems, PGS) で

ある｡ 第 4 回 URGENCI 国際シンポジウム第 5

分科会では, ｢提携｣, PGS, 第三者認証のそれぞ

れの立ち位置が明瞭になった｡ 第 17回 IFOAM

世界大会では, PGSの分科会は熱気にあふれた｡

本稿は, そのような IFOAMや URGENCIの動

向を日本の有機農業 ｢提携｣ 運動との関わりの中

で明らかにしておくことをねらいとしている｡ な

お, 本稿は, 敬称を略させていただいた｡

1 グローバリゼーションと国際有機

農業運動

� IFOAM, 小規模農家への視点を強める

IFOAMは, 世界の有機農業運動の国際的な連

帯組織であり, 世界の有機農業者らが集うフォー

ラムとなっている｡ 1972年にパリ近郊で設立さ

れ, 以来, 国際会議や委員会, セミナーなどを通

して世界各地の有機農業団体等が集い, 有機農業

の普及に努めてきた｡ 現在は 116カ国以上の有機

農業団体等約 750団体 (2012年現在) が加盟し,

国連社会経済理事会 (ECOSOC) に公式の諮問

資格を持つほか, 国連食糧農業機関 (FAO) や

国連開発貿易会議 (UNCTAD), 国連環境計画

(UNEP) など国際機関との協力関係をもつ国際

NGOとなっている｡

IFOAMは, 今では途上国への有機農業導入な

どを含む幅広い活動を行っているが, 前述のよう

に, 1980年代から 90年代にかけて力を入れてき

たのは, 世界共通の有機農業の目標を定め, 有機

農業の生産・加工等に関する基準策定やその認証

機関の資格認定活動などを通して有機生産基準の

国際標準化を図り, 貿易を推進することであった｡

1982年から IFOAMの有機生産・加工等基礎基
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準を策定し, ほぼ 3年に一度の総会等を通して改

訂を重ねてきた｡ 同時に食品規格の国際的な機関

となっている FAO/WHO合同国際食品規格委員

会 (コーデックス委員会) とも連携をとり, 影響

力を及ぼしてきた(1)｡

国際的な有機農業運動団体として, 世界共通の

基準や国際間取引の円滑化を図ることは, 現在で

も IFOAM 活動の柱であることに変わりはない

が, 2000年代になると, それまでの欧米中心の

第三者認証による有機農産物販売の推進だけでは

世界の有機農業を進める声を代表していないこと

が明らかになってきた｡ 経済のグローバル化によ

る大企業支配が進展する中で, 貧富の差が広がり,

途上国では農村地帯に貧困層が広がっている｡ 欧

米でも農業・食料の大企業による支配が進み, 小

規模農家が立ちゆかなくなっている｡ さらに有機

の世界でも, 既存の大企業が有機に参入するよう

になり, 小規模有機農家は追い詰められている(2)｡

FAO (国連食糧農業機関) は, 世界の飢餓

(栄養不足) 人口が 10億人を超えると推計してい

る｡ その多くは伝統的な小規模農家である｡

IFOAMは, そうした世界の貧困や飢餓の問題に

対して, 有機農業の導入による解決を提唱してい

る｡ すでにその活動の中で, 南アフリカ, 東アフ

リカ, インド, ラオス, カンボジアなどで, 有機

農業への転換による生産性向上や販売増強などの

成果をあげてきた(3)｡ IFOAMは, 飢餓や貧困を

救う道筋は, 自給的で自立的な小規模の家族農業

が基本となると考え, それら家族農業を, 規模拡

大や農薬・化学肥料を使用する大企業支配から守

り, 小規模農家として現代の有機農業を採り入れ

て, その収量や収益を上げていくことに力を注ご

うとしているのである｡

IFOAM理事会は, 2011年 9月 22日, 韓国で

の第 17回 IFOAM世界大会・総会を前に, 2つ

のポジション・ペーパー (見解) を会員向けに出

した｡ 一つは, 有機種子と繁殖について, もう一

つは小規模農家の役割についての見解である(4)｡

前者の種子についての見解は, 主旨は, 有機農

業において有機種子 (有機栽培により採種された

もの) を使うことが有機農業生産にも適っている

ので, 種子を含めた有機農業の理念に沿った活動

を進めようというものだが, その主眼は, 大企業

支配の種子産業に支配されないよう, ①有機の農

民が自身で力を付け, 有機種子の作出 (品種育成),

生産, 販売, 流通や交換を行っていく条件整備を

していくこと, ②有機種苗の生産・販売は, 農家

主体のものも, 一般の種苗会社のものも, 双方を

支援し発展させていくことにある｡ なお, 日本の

有機種子の社会的環境もそうであるが, 有機種苗

の調達はなかなかむずかしい段階にある地域・国

があることも認め, この見解で IFOAM 理事会

は, ④有機認証や規制により, 有機農家の種採り,

あるいは有機種苗の発展が妨げられないようにす

ること, ⑤有機認証された有機種子の量や品質が

十分でない場合は, 処理されていない慣行種子や

有機認証されていない種子を使うことという段階

的なものであることも盛り込んでいる｡

後者の小規模農家の役割についての見解は, 次

のような主旨である｡

小規模農家は, 有機農業のめざす自然生態系と

共生する持続的な農業と暮らしに沿うものであり,

土壌・水系・大気の汚染を防ぎ, 生物多様性の維

持増進, 地球温暖化防止に貢献し, グリーンツー

リズム, 食文化, 農家での加工, 工芸など地域の

さまざまな経済的・文化的な活動と関係して健全

な地域社会を創造する主体である｡ そして, 食料

の自給・自立, 食料の安全保障などの食料主権を

実現する鍵となる｡ ところが, 現在の各国の政策

は, 小規模農家と農村コミュニティに対する支援

策としてはなはだ不十分である｡ 大規模農家向け

がほとんどである現状に対し, IFOAMは, 小規

模農家を支援するよう強く求める｡

ちなみに, ここで小規模農家とは, おおよそ 2

ヘクタール以下としており, 世界の 90％の農民

は, 小規模農家であり, 13億人の雇用規模となっ

ていると述べている｡

� IFOAM, 参加型有機認証 (PGS) を打ち

出す

経済のグローバル化を背景とした, IFOAMの

このような有機農業の地域自給・地産地消型, 小
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規模農家擁護への方向性は, 2000年代になると

強まり, 2005年 9月の第 15回 IFOAM世界大会・

総会 (オーストラリア, アデレード) での事務局

長交代でさらに強化された｡ 今回の 2011年 9月,

第 17回 IFOAM世界大会・総会においてその方

向性は, 新会長にアンドレ・ロイ (オーストラリ

ア), 副会長 2人は, ロベルト・ウガス (ペルー)

とガビ・ソト (コスタリカ), 他にスペイン, ス

イス, ガーナ, ナミビア, インド, カナダ, オラ

ンダから計 10名が選出されたことでさらに強まっ

た｡ ロイは, バイオダイナミック農法系で, 後述

の GOMA (Global Organic Market Access, 世

界有機農業市場アクセス・プロジェクト) 委員も

務めるが, 小規模農家のサポートに強い関心を抱

いている｡ かつての欧米中心の執行部は姿を消し

たといってよいだろう｡ その他の理事の出身国を

みると, 南米, アフリカ, インドなど有機農業で

は途上国といえる国がめだっている｡

IFOAMは, 有機基準への取組みについても,

今度の総会で枠組みを変更した｡ 総会に先立ち,

電子投票により, ｢IFOAM・ファミリー・オブ・

スタンダード｣ の投票を行って承認した｡ これは

IFOAMがこの数年にわたり FAO, UNCTADと

合同で進めてきた GOMAプロジェクトと連携し

たもので, Common Objectives and Require-

ments of Organic Standards (有機基準の共通

の目標と要件) を満たした各認証機関等の基準の

同等性を認めていく事業である｡ また, これに伴

い, 現在, これまでの IFOAM有機生産基礎基

準の見直しも行われている｡ この基礎基準は, も

ともと, 全体としてガイドラインとしての性格を

もち, 各国, 各地域が自身の基準を策定する際に

参照するためのものである｡ 今回の案には, 近年

の本来の有機農業を守ろうとする動きを背景とし

て, 社会的公正の条項も盛り込まれている｡

有機認証については, この第 17回世界大会・

総会は, PGSの方向性をさらに大きく打ち出し

たことで画期的なものとなった｡ PGSは, 第三

者認証ではなく, 生産者と消費者が共に参加して

進める有機農産物の表示を確認し, 保証するため

のしくみである｡ ｢世界の有機農家の半数以上は,

これまで IFOAM が進めてきた第三者認証によ

る有機認証システムを使っていない｡ もっと, 小

規模農家に手の届く認証のしくみが必要だ｣ と,

2004年, 当時の IFOAM副会長ピポ・レノルド

(アルゼンチンの小規模農家主体の有機認証団体

所属) が呼びかけて, ブラジル・トレスで開いた

｢もう一つの有機認証についての会議｣ が今日の

PGS推進の契機となっている｡ 同会議には, ブ

ラジルを中心に, 20カ国 (アメリカ, ニュージー

ランド, タイ, インド, ウガンダ, フィリピン,

スウェーデン, イタリアも参加) から 40人が参

加した｡

会議では, ブラジル, ニュージーランドなどで

進められている相互に確認しあう基準確認のしく

みをはじめ, 各国で実施されているさまざまな方

法の各地の事例・資料が持ち寄られ, 討議が行わ

れた｡ 当初, この会議名称のように, こうした参

加型の認証のしくみは, ｢オルタナティブ｣ (代替

的な, もう一つの) という形容詞で語られていた

が, 検討の中で, すでに普及されてきた第三者認

証に取って代わるものではなく, 同時的に併行し

て IFOAM が進めるべきものであることが認識

されるようになった｡ 2005年 2月, ドイツ・ニュ

ルンベルグでの IFOAM 共催のビオファのセミ

ナーにおいて, PGS作業グループが IFOAMと

しては初めて対外的にこの認証のしくみの理念や

方法, 現況などについて公表し, 大きな注目を集

めた (筆者も出席)｡ これを踏まえて IFOAM理

事会は, この取組みについて, その名称を正式に

｢参加型有機認証制度｣ (Participatory Guaran-

tee Systems, 略称 PGS) (翻訳の際に, わかり

やすいように, 有機という語を補い, 一般的になっ

ている認証という用語にした―筆者) と名付けて,

これを推進することにした｡

IFOAM理事会は, これを正式の一つの認証方

法と位置づけ, PGS委員会を設置し, 推進する

ことにした｡ PGSは, 今や, IFOAMの公式ウェ

ブサイトでも第三者機関による認証制度と並ぶ,

IFOAMの公式の一つの認証方法であるとして紹

介されている｡ PGSのページには, PGSの定義,

PGSの理念やビジョン, PGSの要件が掲載され
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ており, ガイドブックやデータベースも充実して

いる｡ さらに, 2009年からはウェブサイト上で

月刊の 『グローバル PGSニュースレター』 も刊

行され, 普及が図られている｡

第 17 回世界大会では, 大会本会議における

PGSについて, 南米・北米・豪州・南アフリカ・

中国・アジアなど地域毎の分科会がもたれ,

CSAの国際連携ネットワーク URGENCIによる

一連の分科会 (｢CSA meet PGS｣) も開催され

た｡ 役員人事においても, 世界理事 10人のうち,

半数は PGS推進にひじょうに熱心であり, その

うち 2人は PGS委員会メンバーであるという執

行体制が出発した｡ 『グローバル PGSニュース

レター』 (2011年 10月号) は, ｢第 17回世界大

会・総会ではっきりしたことは, PGSのドアが

有機農業の世界に開かれたことだ｣ と話す 2人の

理事のコメントを紹介している｡

次に, PGS, 及び, 小規模農家擁護と関係の深

い ｢提携｣, CSAについてみていこう｡

2 小規模農家の手が届く PGSとは

IFOAMの PGSのホームページに載っている

基本となる文書を紹介しておこう｡

｢参加型有機認証制度の定義｣ は, ｢地域に焦点

を当てた有機農産物等の品質保証システムである｡

それは, 信頼, 社会的なネットワーク, 知識の交

換・生消交流の基盤の上に, 消費者の積極的な参

加活動に基づいて, 生産者を認定する｣ とされて

いる (原文英語｡ 日本有機農業研究会提携と基準

部訳, 以下同じ)(5)｡

｢PGS ビジョンと理念を共有しよう ｣

は, 次のような内容である (要旨)｡

世界にはいろいろな参加型の有機を保証するし

くみがあり, それぞれの方法論や手順は異なり,

各地域の固有のもので多様であるが, 共通の原理

が明らかに存在している｡ PGSの哲学は, 有機

農業の理念から生まれたもので, 根本的に生態系

にやさしい農業を求め, 長期的な経済的持続性と

社会的公正により, 農民や労働者を支えるもので

ある｡ それは, 基本的に地域 (ローカル) で, 直

接取引に焦点を当てて, 地域コミュニティづくり,

環境保護, 地域経済支援に資するものである｡

PGSの哲学 (根本価値) は, 有機農産物を求

める消費者に信頼性の高い保証を与える点で,

PGSは第三者認証制度と目的を共有している｡

両者の違いはアプローチの違いによる｡ 名前が示

すとおり, PGSでは農民及び消費者が認証過程

に直接参加することが奨められるだけでなく, む

しろ要請される｡ PGSが使われる小規模農場や

地域の直接取引においてこそ, このような直接的

参加はまさに実現可能となる｡ 関係者が積極的に

参加すれば, 彼らの権限と責任が強まるのである｡

このためには, PGSの取組みは生産者のみな

らず消費者の知識・能力開発を重視する必要があ

る｡ こうした直接的参加によって PGSの取組み

は文書作成・記録保存の面倒を少なくすることが

できる｡ PGSの取組みは, まさに小規模農家を

有機農業に引き入れるためのものでもあるからだ｡

既存の認証制度は, 認証手続きに従っていること

を “農民が証明すべきだ” という思想で始まるの

に対し, PGSは, その根底に農家への信頼を置

いた “信頼に基づいたアプローチ” をとっている｡

その信頼性は, 徹底した透明性・公開性で成り立

ち, 位階制 (ヒエラルキー) や行政の関与を最小

化した環境で維持される｡

次に同文書は, PGSの重要な ｢要素｣ として

次の点をあげている｡

1. 共通ビジョン (位置付け) の共有

取組みを導くのは農家と消費者であるという基

本原理を持ち, そのビジョンを明白に共有してい

ること｡

2. 参加型

有機農産物の生産と消費に関心をもつ人々によ

る熱心な参加を前提としている｡ 有機農産物の品

質に対する信頼性は, 参加の賜物である｡

3. 透明性

農家を含めすべての関係者は, この認証のメカ

ニズムがいかにして働くのか, 意思決定はいかに

なされるのかを正確にわかるようにしておかなく
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てはならない｡ とはいっても, どんな詳細なこと

も全員が知っていなければならないという意味で

はない｡ この制度がいかに機能するかについて,

全員が基本的理解を持っていればよいのである｡

認証の意思決定はどのようになされるかという基

準, とりわけ, ある農場が認証されない場合, そ

の理由は何かが, 人々によくわかるようになって

いるべきである｡ したがって, PGSに関する資

料がなくてはならず, それはすべての関係者が入

手しやすいことが必要である｡

PGSの実施により得られた生産者の営業上微

妙な情報やプライバシーは秘密保持されなければ

ならない｡ だが, このような秘密保持は, 透明性

の原理を緩めるものであってはならない｡ それは

透明性と矛盾するようにみえても, 一方のプライ

バシーや営業秘密と, 他方の透明性を目的とした

情報アクセスとの間は, はっきりと一線を画すべ

きである｡

4. “信頼に基づく有機性保持” のアプローチ

PGSの支持者は, 農家は信頼できるし, 有機

認証制度はこの信頼を表現すべきであるという信

念を固く持っている｡ それは, 有機農家の信頼に

基づく有機性保持を確かなものにするさまざまな

社会的文化的な管理・監視メカニズムを地域社会

は有しているのであり, そのような地域の能力を

用いて, これが信頼できるものであることを示す

のである｡ このように, それぞれの地域のもつ固

有の質的・量的なメカニズムによって信頼に基づ

く有機性が保持されていることを図ったり, 表明

したりすることが認知され, 尊ばれるのである｡

これらの要素は, 有機認証制度に不可欠である｡

5. 永続的な学習過程

単に認証を与えるにとどまらず, 地域の持続性

と有機的発展を支える手段・メカニズムを与える

ことをめざしてきた｡ これによって, 農家の生活

と地位は強められる｡ 農家・コンサルタント・消

費者が参加して有機農業の原理原則・規則に適合

しているかどうかを苦心して照合・検証していく

ことは, 有機農産物に信用をもたらすだけでなく,

その過程自体が永続的な学習となるのであり, 地

域の能力を発展させるのである｡

6. 対等性

対等性とは, 権力を分かち合うことを意味する｡

つまり, 生産物や生産加工の有機的品質の検証を

少数者の手に集中しないことである｡ PGSの手

続きに参加する人々はみな, 生産物や生産加工の

有機的品質の確立に対し, 同じレベルの責任と能

力を持つ｡

次に, PGS ホームページに載っている ｢PGS

小規模農家のためのマーケティングと支

援 ｣ をみておこう (要旨)｡

PGSで使う有機農業基準は, 有機農業として

誰にも認められ, 公にされた基準に基づく｡ 例示

されているのは, ｢IFOAM有機生産・加工の基

礎基準｣ 及び, 社会的公正の基準にも言及したも

のとされている｡ PGSでは, 農家が常にそれら

の基準を守っていると証明するため, 組織立った

一連の手続きを行う｡ PGSは, 知識と経験を分

かち合い, 協力して農法を高めてきた生産者グルー

プを支え励ますものである｡

PGSで重要なのは, 透明性と公開性である｡

透明で組織だった意思決定手続きを行い, 有機農

業の保証責任を共有することを目的としている｡

この有機認証制度は農家・消費者自身によってつ

くりだされ, 農家・消費者の直接参加を励まし,

ときにはそれを要請するものである｡ 情報公開と

評価システムを通じて, 信頼は生まれる｡

地域的適正―PGSは, それぞれの地域・地区・

文化的環境・市場に固有のものである｡ 輸出中心

の第三者認証に比べて, PGSは管理が楽でコス

トも安い｡

地域経済を支える―PGSは, 小規模な生産・

加工を活気づけることによって, 地域の社会経済・

自然環境の状況を改善する手段として役立たせる

ことができる｡ 地域市場では, PGSが小規模農

家を助けて, その農産物を ｢有機｣ と認めさせる｡

PGSによって, 消費者と小規模農家とのネット

ワークが高められ, 小規模農家は, その生産基盤

の拡張に弾みをつけることができる

第三者認証は, どの状況にもふさわしいとは限

らない｡
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・輸出市場だけに頼る有機農業生産は, 世界市

場の外的変化から被害を受けやすく, ますま

す激化する競争にさらされる｡

・開発途上国では, ふつう, 国内の有機市場は

無限大である｡ たいていは多品目少量の生産

を行なっている小規模農家に対し, PGSは

彼らの農産物を販売するメカニズムを提供す

る｡

・地域の直接販売目的からみれば, 主として輸

出に適用される第三者有機認証は ｢行き過ぎ｣

であり, 小規模農家にとってコストがかかり

すぎる｡

PGSの取組みを支えるために, 政治家と地域

NGO・NPOができることは, 次のようである｡

・｢有機｣ であることの品質を保証するのに信

頼が置け, 身近な方法としての PGSを使っ

た有機食品に対して, 地域市場を開く手助け

をすること｡

・消費者・生産者のグループが PGSに基づい

て地域市場に出ていく際に, 役所的な文書作

成や行政手続きの負担を軽減すること｡

・商品作物に集中した単作農業を避け, 地域内

の作物多様性を推進・保護する多品目生産に,

励ましを与えること｡

・公正な価格と並んで食の安全や食料主権を達

成するため, PGSを通して農家が団結し,

農家間相互の評価と支援を強化すること｡

・地域農業に人々の目を覚まさせ, 都市の市場

を地域・地区の農家に開くこと｡

・有機農業システムの本質的部分としての社会

的公正の基準と実践の導入を活発化させるこ

と｡

・検証可能なシステムの下に ｢有機｣ という言

葉を使えるよう, 法制化の過程で弾力性を認

めること｡

以上, IFOAMの PGSに関する基礎資料をみ

ると, PGSとは, 主に小規模の農家が地域で地

域における他の生産者, 買い手である消費者, 監

査コンサルタントのような専門家が一緒に農場を

訪問して, 実地で, 相互交流を通して基準への適

合を確認していくプロセス重視の認証のしくみで

あるといえる｡ そしてその眼目は, 基準は, 簡便

化したものでよいが, 公的な, 公表されたもので

あることにより, 法制的な裏付けを得て, ｢有機｣

であると表示できるところにある｡ この表示の通

用する範囲は, 基本的に一定の地域内である｡

このようにみてくると, 日本では, すでに生協

で行われている公開確認会や公開監査, 生産者消

費者交流協議会の活動などのしくみと同様のもの

であることがわかるであろう (ただし, PGSで

は, 主に公の有機基準を使う)｡

日本では, 有機 JAS検査認証制度により, 特

に有機農産物と有機農産物加工食品は, 指定物資

制度によって, 第三者認証が必須となっており,

それ以外の表示が厳しく規制されている｡ JAS

法の ｢表示｣ の範囲は, 農産物自体とその容器・

包装・送り状だけであるが, その厳しい罰則規定

なども影響して, 農家は, 有機農業でつくったも

のであるという情報提示には遠慮がちであり,

｢有機農業｣ という共通の旗印さえも失われかね

ない状態になっている｡ PGSには多様な方法が

ありうるので, すでに第三者認証と並んで公式の

認証方法と認められているブラジルの事例などの

検討も含めて, 日本の実情に即した導入の方途を

探っていく価値があるだろう｡

3 小規模農家を守る ｢提携｣ と CSA

� IFOAMで日本の ｢提携｣ をアピール

2011 年 9 月, アジアで初めての第 17 回

IFOAM世界大会が韓国の有機農業発祥の地・南

揚市で開催された｡ 大会テーマは, ｢オーガニッ

ク・イズ・ライフ｣ (有機農業はいのち)｡ プレ大

会が 9月 26～27日にかけ, 都市農業・種子・有

機繊維・有機ワイン・有機朝鮮人参などをテーマ

に韓国各地 8カ所で開かれた｡ 本会議は 9月 28

日～10月 1日, 総会は 10月 3～5日, さらに本

会議に併行して, ISOFAR (国際有機農業学会)

の他に, スローフード・テッラ・マードレ韓国,

ワールド・オーガニック・フェアなどの関連イベ

ントが数多く開かれ, 盛会だった｡ 会議だけでも

76カ国から 2,000人, ワールド・オーガニック・
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フェアには 25万人が訪れ, IFOAM大会として

も最大規模となった｡

日本有機農業研究会からは, 魚住道郎副理事長

ら 8人が参加(6)｡ 同会企画の分科会を ｢日本の提

携運動の理念を共有しよう｣ というテーマで開き,

魚住 ｢大災害を乗り越える有機農業運動｣ ｢森・

里・海の提携ネットワークによる流域自給｣, 吉

野馨子 ｢日本の 『提携』 運動の現状｣, 若島礼子

｢日本の 『提携』｣ を報告した (筆者司会)｡ 魚住

は, 東日本震災に多くの海外の仲間からお見舞や

励ましを受けたことにお礼を述べた上で, 震災直

後から提携消費者からの衣類などの支援物資や自

分たちの野菜を仲間で被災地 (避難所) に運び続

けたこと, また, 福島第一原発から 150 km圏に

農園があることからある程度の放射能汚染を受け

ており, 農地の表面に積もった放射性物質は, 土

壌を深く農機で耕して混ぜ込むことにより, 放射

性物質を土壌に固着させ, 農作物への移行を防い

だことなどを話した｡ また, 森から里 (里地里山,

農地), 里から海へと流れ出る腐植 (特に鉄との

関連) に着目した食と農だけではない森と海との

有機的な連携による流域全体の自給の重要性につ

いても述べた｡

吉野は, 日本有機農業研究会が行った ｢有機農

業への消費者の理解促進に関する調査報告｣(7) か

ら, ｢提携｣ 団体では農家主導型がふえているこ

とや, 提携生産者にとって ｢提携｣ からの収入が

主要な位置を占めていることなどを報告｡ 若島は,

｢提携｣ に参加する消費者の立場から, 農家と共

にある食べ方や暮らしについて述べた(8)｡

日本有機農業研究会は, IFOAMの初期からの

会員である｡ IFOAMは, フランスに本拠をおく

｢ヨーロッパの有機農業・衛生協会｣ (通称, ｢自

然と進歩｣ Nature et Progr�es) (1964年設立)

が中心になってつくられた｡ 1974年 11月にパリ

でその団体の第 10 回大会を兼ね, IFOAM 第 2

回大会が開催された｡ 日本有機農業研究会からは,

創立者一楽照雄をはじめ, 若月俊一 (佐久総合病

院院長), 松岡信夫 (市民エネルギー研究所), 有

吉佐和子 (作家, 当時, 『複合汚染』 を執筆中)

が参加した｡ 日本有機農業研究会の会誌 『たべも

のと健康』 (1975年 3月号, なお, 76年に 『土と

健康』 と改称) には, その訪問記が載っている｡

その後も, 日本有機農業研究会は世界大会に代表

を派遣し続けてきた｡

上述のように IFOAMは, 1980年代になると

有機農業の生産基準の策定を行い, 基準認証シス

テムによる有機農産物の保証をてこに国際的な有

機農産物流通を推進する活動に邁進する｡ だが,

一楽の率いる日本有機農業研究会は, そうした基

準づくりには関心を示さず, むしろ批判的な立場

から IFOAMに関わってきた｡ 世界大会では,

日本の ｢提携｣ 運動の理念や方法を提唱し, 具体

的な事例の報告を行ってきた｡ 1982年 8月にア

メリカ・ボストンで開かれた IFOAM 第 4 回大

会には, ｢提携｣ 事例を携えた大平博四 (東京都

世田谷区で 1968年から有機農業に取り組み, 提

携グループわかば会を組織) と築地文太郎 (日本

有機農業研究会事務局長) を派遣している｡

当時すでに, 日本の ｢提携｣ は, そのユニーク

さで ｢国際的な注目を浴び, 評価を受け｣ たこと

が記録されている｡ 両氏の発言が ｢格別な反響を

呼び, 休憩時や閉会後に話しかけてくる者が後を

たたなかった｣ と, 一楽は ｢国際的評価に思う

提携の道を拡げよう｣ (『土と健康』 1982年

11月号) で述べ, その理由として次のように述

べている｡

｢そのユニークさとは何であるか｡ 彼らによれ

ば 『日本の有機農業運動には, 他には見られない,

一種の哲学がある』 と言うのである｡ それは褒め

過ぎの言い方であるが, われわれがかねて, 密か

に自負してきた特徴的傾向であるところの, 生産

者と消費者との提携による有機農業の成立は, 彼

らには全く考え及ばなかったことであり, それが

『エコノミックアニマル』 人種の日本に存在する

ことに一層の驚異を感じるのであろう｣ と｡ そし

て, このような国際的にも脚光を浴びようとして

いる ｢提携｣ の ｢道の開拓にこそ, 一層の確信を

もって努めるべきであろう｣ と, 述べている｡

1986年 8月には, アメリカ・カリフォルニア

州サンタクルーズにおいてカリフォルニア大学と

の共催で開かれた IFOAM 第 6 回大会では, 一
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楽自ら, 天野慶之 (元水産大学学長, 当時, 日本

有機農業研究会代表幹事) と共に ｢有機農業運動

の提携 10原則｣ (提携 10か条) を含む英文資料

を携えて出席している｡

この ｢提携 10原則｣ こそは, 日本の ｢提携｣

運動の哲学を表したものといえよう｡ その第 1条

には, ｢提携｣ の本質は, ｢単なる物の売買関係で

はなく, 人と人との友好的付き合い関係｣ であり,

｢生産者と消費者が生活の見直しに基づき, 対等

の立場で互いに相手を理解し, 相扶け合う関係｣

であると述べられている｡ つまり, ｢提携｣ の本

質とは, 関係性であり, ｢つながり｣ であって,

今日の市場経済における商品取引一般とは異なる

ことが打ち出されている｡ 2条以下は, 互恵に基

づく価格の取り決め, 自主的な配送, 全量引取り,

援農, 適正規模の維持, 学習・研究による反公害

の農業や暮らし方の追求があげてあり, 最後の第

10条には, これらを通して, さらに高次の有機

農業をめざして漸進していくべきことが勧められ

ている｡

｢提携｣ で進める有機農業は, 小規模な, 自給

し自立する個々の農家が主体となった農業である｡

有畜複合, 多品目少量栽培を家族農業で行い, 特

に手間がかかる収穫作業や草取りなどは消費者に

援農 (縁農) を仰ぐので, 自ずから経営規模は限

度があり, 農業雇用者を雇う必要はない｡ ｢提携｣

活動では多くの標語を生んだが, ｢自給する農家

の延長上に, 都市生活者の食卓を置く｣, ｢間引き

菜から薹が立つまで (食べる)｣ ｢畑に合わせて

(献立を考えて) 食べる｣ など, ｢提携｣ のしくみ

では, ｢つくる｣ ｢はこぶ｣ ｢たべる｣ が相互作用

を生み出し, ムダやリスクが吸収されている｡

｢提携｣ を通して, 消費者とのつながりは強固に

なり, 持続的な経営も実現しているのである｡

｢提携｣ は, 後述する 1980年代後半からの北米

での CSAの興隆にもみられるように, 小規模の

農家を地域でささえるしくみであるともいえる｡

� CSA, AMAPの広がり

1986年という年は, アメリカの東海岸で, ロ

ビン・バン・エンやトゥローガー・グロウがその

前年のオレンジ・プロジェクトを発展させ,

CSA (Community Supported Agriculture, 地

域が支える農業, 地域支援型農業) と名付けた取

組みを始めた年である｡ ドイツとスイスのバイオ

ダイナミック農法の流れを汲む CSAは, エンら

が精力的に普及活動を行い, 小規模農家や新たな

農場プロジェクトとして 1990年代から 2000年代

にかけて北米に急速に普及した｡ その数は 2000

年代には 1,000～1,200といわれ, 今日ではアメリ

カ農務省の農業センサスの農家分類の項目にあがっ

ており, 2007年調査では 12,500カ所を数えてい

る(9)｡

アメリカで始められた CSAは, カナダ, イギ

リス, オーストラリア, ニュージーランドなどで

も広がり, さらに 2001年になると, フランス南

部の小さな都市オーバーニュで有機農業を営むデ

ニーズ, ダニエル・ブイロン夫妻が AMAP (家

族農業を守る会) を開始する｡ 2000年にアメリ

カの CSAを初めて知り, その後ニューヨーク市

で建築の仕事をしていた娘エディスが, 同市で遭

遇した同時多発テロを機に親元へ戻り, 一緒に,

アメリカで経験した CSAを開始したのである｡

実際に後述のシンポジウムで訪問した際に聞い

たブイロン夫妻の境遇は, どこで起きても不思議

ではないグローバリゼーションによる被害だった｡

200年以上にもなるという中世風の塔のあるブ

ロイン夫妻の農場は, 有機農業をやっていた先代

から引き継いだものだ｡ 周囲は徐々に開発が進み,

目の前の土地は借地関係が不明になり売られてし

まった｡ そこに出現したのは, 巨大なスーパーマー

ケット・カルフールだった｡ その向こうにはマク

ドナルドの黄色いアーチもみえる｡ ブイロン夫妻

は有機レタスをカルフールに出荷して, よく売れ

ていた｡ ところが, 作付けをして出荷しようとし

ていたにもかかわらず, 突然, より安く仕入れら

れるチリ産有機レタスに切り替えられてしまい,

出荷できなくなってしまったというのである｡ そ

うして苦しんでいる時に, CSAのしくみに出会っ

たのである｡

ダニエルは元小学校教師, デニーズは地域の農

業委員を務めている (当時)｡ 農民運動家ジョゼ・
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ボヴェとも親交のある彼らの活動は, 反グローバ

リズムの運動と相まって, その後フランス全土に

急速に普及した｡ その勢いは, 2004年には, 提

携・CSA・AMAPなど, すでに世界共通に広がっ

ていたそうした取組みを糾合する国際シンポジウ

ムを開催するほどになっていた｡

2004年 2月, オーバーニュ市で開かれた ｢第 1

回地域農業と消費者を結ぶ国際シンポジウム｣ は,

フランスで AMAP 運動を進める ALLIANCE

(アリアンス―農民・エコロジスト・消費者連合)

が中心になって呼びかけ, EUの地域活動担当部

門の支援を得て, 日本, 米国, カナダ, ブラジル,

ベルギー, ベラルーシ, ドイツ, スイス, デンマー

ク, イギリス, ポルトガルなど 14カ国から 48人

が参加し, 地元の参加者を含め約 400人の大きな

大会になった｡ 日本からは “テイケイ” の元祖と

いうことで, 日本有機農業研究会が招待され, 橋

本慎司 (兵庫県市島町の提携農家) 及び筆者が参

加した｡ この 2004年の国際シンポジウムを契機

に URGENCI (まちとむらの新しい連帯＝産消

提携国際ネットワーク) が発足し, 橋本は理事を

務めることになった｡

その後 2009年には, 村山勝茂 (IFOAMジャ

パン理事長) が URGENCI理事長になり, 日本

で第 4回 URGENCI国際シンポジウムを開催す

ることになった｡ 日本では, このシンポジウムの

受入れについて, 神戸市で 2日間にわたる総合的

な大会として開くことにし, 2010年 2月, ｢地域

がささえる食と農 神戸大会｣ が実行委員会方式

で開かれた (実行委員長橋本慎司)(10)｡

� 到達点を示す ｢地域がささえる食と農

神戸大会｣

2010年 2月 18～22日にわたり, 兵庫県神戸市

(神戸学院大学ポートアイランド・キャンパス)

で開催された ｢地域がささえる食と農 神戸大会｣

は, 世界の 15カ国から ｢提携｣・CSA・AMAP

などの関係者約 50 人が参加し, 日本からも約

800人が参加し, 世界と日本の ｢提携｣ 運動関係

者が一堂に会する盛大な催しとなった｡ 2 月

18～19日には, 海外からの参加者 20名に日本か

らの参加者が加わり, 丹波市のコース, 豊岡市の

コースの 2カ所で地元の人々とにぎやかに交流,

22日にも神戸西地域を訪問するオーガニックツ

アーが行われた｡ 20日 (土) は, ｢第 5回農こそ

コミュニティ｣, 21日 (日) は ｢第 4回産消提携

国際シンポジウム｣｡ 定員 600名の会場は座りき

れないほどで, 文字通り熱気に包まれた｡

講演やメッセージとしては, 保田茂 ｢日本にお

ける有機農業運動の歩みと到達点｣, アンドリア・

カローリ (イタリア) ｢市民と自治体の協働で広

め, 支える食と農｣, エリザベス・ヘンダーソン

｢世界のコミュニティ・サポーテッド・アグリカ

ルチャー｣, アンドレ・ロイ ｢有機社会へ向けて｣,

金子美登 ｢“参加する” 食と農｣ など｡ パネルディ

スカッションでは, ｢提携の経験から｣ (桝潟俊子

ほか), ｢有機農業と提携の未来｣ (村山勝茂ほか),

さらに, 7つの分科会 ｢地域連携｣ ｢有機農産物

を学校給食へ｣ ｢地域の担い手たちの挑戦｣ ｢生物

多様性をはぐくむ有機農業｣ ｢オーガニックマー

ケットにおける提携・PGS・認証｣ ｢種をめぐる

自立｣ ｢パートナーシップ｣ が開かれ, ｢大会宣言

地域がささえる食と農 神戸大会 産消提携

が有機的な社会を築く ｣ が採択された｡ 22日

には有機農業政策公開討論会, URGENCI 総会

も開かれた(11)｡

ヘンダーソンは基調講演 ｢世界の CSA｣ で,

ポルトガルではレシプロコ, ベルギーではフード・

チーム, ドイツやノルウェーではブッシュベルホ

フと, 呼び名は違うが, 世界各地に CSAや ｢提

携｣ と同じような理念や方法をもった取組みは多

数存在することを述べた｡ そして, ｢このことは,

グローバリゼーション下の抑圧にどのように対応

したかを示すものであり, それがひとつの共通性

をもつ形をとっていることに勇気づけられる｡ そ

れぞれの地域で, 生産者と消費者は, その地域の

条件にあった CSAをつくり出しており, そして

それは, 総合性や健全性, 経済的活性を取り戻す

ものである｣ (要旨) と, 世界を覆うグローバリ

ゼーションに抗する一つの共通する取組みが

CSA, ｢提携｣ であることを称揚した(12)｡

このように, 世界に広がる ｢提携｣・CSAの運
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動は, 1970年代, 80年代に世界各地で形づくら

れたそれぞれの取組みが相互に連携し, 共通の理

念や方法をもっていることを再確認し, ここに一

つの大きな到達点を迎えたといえよう｡

4 CSA, PGSと出会う

この 2010年 2月の ｢地域とささえる食と農

神戸大会｣ の第 5分科会では, ｢オーガニックマー

ケットにおける提携・PGS・認証｣ のテーマで,

それぞれの意義を確認しつつ, 有機農業のめざす

社会的公正の基準や, 小規模家族農家にも向き合

う PGSについて話し合った(13)｡

報告に立った有機農家の山田勝巳は, ｢提携｣

では基本的に認証は必要ないこと, そして, 農家

が多品目少量栽培をする自給をし, 自立すること

の重要性を強調した｡ 当時, IFOAM世界理事を

していた郡山昌也は, IFOAMとして PGSに取

り組んでいることを紹介した｡ アファス認証セン

ターの渡邊義明は, 一般流通で消費者がどこでも

買える状態にならないと有機農業の振興は無理,

そのためには国全体の基準と第三者認証は必要だ

と述べた｡ インドで IRRD総合的地域開発機関

所長を務めるジョイ・ダニエルは, インドの有機

農業においては IFOAM の第三者認証制度はな

じまず, そのため PGSを導入｡ この採用により,

農家収入が 50～100％増えたという研究結果もあ

ると報告した｡ ｢安全な食べものをつくって食べ

る会｣ の提携を消費者側から実践する若島礼子は,

｢提携｣ の継続により, 農家の収入が 37年以上に

わたり安定し, 規模拡大をしなくても農業を続け

ていられることを報告した｡

エリザベス・ヘンダーソンは, 有機農業の基本

の一つが平等, 社会的正義であり, これは現在の

第三者認証における基準では看過されていると指

摘し, 特にアメリカなどでは, 労働者の権利, フェ

アな給料, フェアな生産者と消費者の価格決定,

問題発生時の問題解決のクリアな方法, 労働場所

の健康と安全等に関する基準が必要であり, PGS

と CSAの活動に盛り込むことを提唱した｡

分科会では熱心な議論が交わされた｡ ここで提

示された, ｢提携｣・CSAと PGSを組み合わせた

議論は, 翌 2011年 9月の URGENCI企画の一連

の分科会 ｢CSA meet PGS｣ (CSA, PGSと出会

う), ｢社会的公正｣ に引き継がれた｡

おわりに

2010年以降, 日本の有機農業運動をとりまく

社会情勢は, TPP (環太平洋戦略的経済連携協

定) の貿易自由化の波, 東日本大震災・原発震災

による放射能汚染問題と, 厳しい局面を迎えてい

る｡ そのなかで世界を見渡すと, 日本で 1970年

代に始まった ｢提携｣ を基軸とした有機農業運動

は, 以上に概観したように, 世界の有機農業運動

の一つの大きな潮流となって広がっている｡

欧米の CSA等の急成長の背後に共通するもの

は, 1980年代以降の新自由主義やグローバリゼー

ションにより, 従来の地域社会 (特に農村) にお

いてその地域の自然と一体となって伝統的な農や

食, 暮らしを守り続けてきた主体である小規模農

家, 家族農業農家の生業 (農業) が立ち行かなく

なった現実である｡ さらにもう一つ重要な点は,

そうした小規模農家が選択してきた有機農業技術

(有機農法) を大規模農場でも形を変えて行うよ

うになり, 大企業が参入して大量の有機農産物を

スーパーマーケットや大規模有機食品店舗に流通

させ, 有機農業分野でも小規模農家が競合の危機

にさらされるようになったことである｡

途上国では, 貧困にあえぐ伝統的な小規模農家

が, 貧困からの脱出を都会に出る方向ではなく,

農村に留まりつつ有機農業へと歩を進め, 近場の

都市向けに有機農産物を出荷していく際に, 産消

提携システムや参加型有機認証 (PGS) を採り

入れることで, 活路を見い出している｡

ひるがえって日本の ｢提携｣ 運動をみると, や

やもすると ｢提携｣ は, ｢頭打ち｣ ｢衰えている｣

という評価がなされることがあるが(14), それは

1970年代後半から続出した消費者団体主導型の

直接提携による ｢提携｣ 団体の多くが高齢化など

で消費者会員数を半減させているからにほかなら

ない｡ 個別有機農家や有機農家グループによる
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｢提携｣ の取組みは増加傾向にあり, これらの農

家は, 消費者との直接提携だけでなく, レストラ

ン・小規模加工食品工場との直接提携, 学校給食

への納入, 恒常的な朝市・直売所などを通して,

地域の人々 (消費者, 実需者) とのつながりを広

げている(15)｡ 直接提携は基本であり, 特に小規

模農家にとって, 提携の理念の下に形成される一

定数の消費者数を確保できる小規模グループや個

別消費者との提携は, 少量多品目栽培の有機農業

を持続させるものとなる｡ だが, さらにそうした

個別小規模農家が地域で連携をとって, 地域のレ

ストランや小規模加工所, 朝市や直売所などにも

複合的に関わることができれば, 小規模農家の経

営基盤を強めると共に, 地域の消費者にとっても

有機農業との出会いを増やすことになると期待さ

れる｡

他方, 1980年代半ばから有機農業や有機農産

物への関心を抱いた一般消費者は, その頃から台

頭した運動的理念を共有しつつ有機農業生産者と

消費者の間を最短距離で取り持つ有機農産物等専

門流通事業体による宅配事業の利用や, 環境保全

型農業から進んで有機農業によりつくられた農産

物の取扱いが増えた生協への参加によって有機農

業消費者の道を歩んできた｡ 2010年 2月の ｢地

域がささえる食と農 神戸大会｣ には, 前者の流

通事業体も一員として加わっており, 大きな括り

でみると, 日本の生産者と消費者の ｢提携｣ 運動

を担う一翼とみなすことができる｡ 1960年代後

半から 70年代にかけて設立された後者の生協も,

生産者と消費者の提携, 協同組合間協同, 協同の

思想による社会変革を理念に掲げ, 消費者 (組合

員) の数は首都圏で 100万人という生協もあるな

ど規模は桁違いであるが, 資本主義的な大企業の

流通事業者とは一線を画しており, その観点を入

れた反グローバリゼーションのさらに大きな括り

でみれば, これらの生協も広義の産消提携の運動

の範疇に入るであろう｡

現下のグローバル経済による貿易自由化をはじ

めとする大企業支配への動きが強まれば強まるほ

ど, 地域に根ざしたローカルな取組みが求められ

る｡ 取組みの方向性は, ｢3. 11｣ 大震災と原発事

故を契機に, より明瞭になったのだが, すなわち,

巨大科学技術から適正技術へ, 資源・エネルギー

の大量消費から持続可能な消費へ, 大都市一極集

中から分散型へ, 都市型生活から森・里・海の自

然と共生する簡素なライフスタイルへの転換であ

るだろう｡ 日本の有機農業 ｢提携｣ 運動は, この

40年以上にわたり, すでにそうした理念を共有

しつつ具体的には食と農の地域自給原理に基づく

人々の ｢提携｣ 活動を基軸に実践的な理論と経験

を蓄積してきた｡ これからはさらに, グローバル

な動向を視野に入れて, 産消提携運動の国際的な

連帯を強めると共に, これまでの ｢提携｣ と地域

自給を基軸にした有機農業運動の取組みを内外に

発信しつつ, 森・里・海連環の取組みや地域での

広がりにいっそう力を注いでいくべきであろう｡

有機農業は, 生命の糧である食料に直接関わり,

人々の立つ生命豊かな土壌に根ざした基本となる

だけに, このような困難な時代にあって, 有機農

業 ｢提携｣ 運動が, そこに希望を見い出す連帯の

場となり, その真価が発揮されることを期待した

い｡
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Challenges of a Changing Organic Market,”

Rural Advancement Foundation Internation-

al�USA. 内容の紹介は, 久保田裕子 ｢アメリカ・

有機食品マーケットの成長と小規模農家政策｣

『國學院大學紀要』 第 45巻, 國學院大學, 2007

年 2月 14日｡

( 3 ) アンドレ・ロイの ｢地域がささえる食と農 神

戸大会｣ (2012年 2月) での講演による｡ 講演録

は ｢有機社会へ向けて｣ 『地域がささえる食と農

神戸大会 報告書』, 同実行委員会, 2010年 2月

( 4 ) IFOAMのウェブサイトによる｡ http://ifoam.

org

( 5 ) 定義 (Definition of Participatory Guarantee

Systems) は, 原文は, Participatory Guaran-

tee Systems are locally focused quality assur-

ance systems. They certify producers based

on active participation of stakeholders and are

built on a foundation of trust, social networks

and knowledge exchange.

｢PGS ビジョンと理念を共有しよう｣ の原題

Participatory Guarantee Systems: Shared Vi-

sion, Shared Ideals.

｢PGS 小規模農家のためのマーケティングと

支援｣ の原題 Organic Agriculture and Par-

ticipatory Guarantee Systems: Marketing and

Support for Organic Smallholders.

( 6 ) 日本有機農業研究会からの参加者は, 魚住道郎,

林重孝, 本城昇, 田坂興亜, 吉野馨子, 若島礼子,

マーティン・フリッド, 久保田｡ なお, 他に日本

からは, 全国有機農業推進協議会理事長金子美登,

IFOAM�ジャパン理事長村山勝茂, 民間稲作研究

所稲葉光國をはじめ, 10数名が参加した｡

( 7 ) 日本有機農業研究会は, 次の調査研究を実施し

てきた｡

『有機農業に関する消費者の意識調査報告』 日

本有機農業研究会, 2009年 3月

『有機農業への消費者の理解促進と ｢提携｣ に

関する調査報告』 日本有機農業研究会, 2010年 3

月

『有機農業に関する消費者の意識と理解促進に

関する調査報告』 日本有機農業研究会, 2011年 3

月

( 8 ) 日本有機農業研究会の第 17回 IFOAM世界大

会の報告は, 『土と健康』 No. 431, 2012年 3月号,

日本有機農業研究会, に掲載してある｡

( 9 ) 薄井寛 ｢『世界の窓』 から食料問題を考えるシ

リーズ 第 11回 2007年米国農業センサスの農

家戸数が 4％増｣ JA 総合研究所ウェブサイト

『世界の窓』 による｡ なお, 米国の ｢農家｣ の定

義は, 年間 1,000ドル以上の農畜産物の販売を行っ

た者｡ なお, センサス記載は, 徳光一輝 ｢テイケ

イ農業 世界で育つ｣ 『産経新聞』 2010年 1月 12

日を参照｡

(10) 実行委員会は, 兵庫県有機農業研究会,

IFOAM�ジャパン, 全国有機農業団体連絡協議会,

日本有機農業研究会などをはじめ, 多数の有機農

業及び関係団体からの参加により組織された｡ 実

行委員長橋本慎司, 事務局長赤城節子, 事務局三

好智子ほか｡

(11) 報告書は, 『地域がささえる食と農 神戸大会

報告書』 同実行委員会, 2011年 2月｡

日本有機農業研究会の報告は, 橋本慎司 ｢『提

携』 を核に, 国際的・地域的な連帯を｣, 本野一

郎 ｢世界の 『提携』・CSA・AMAP等が一堂に会

した神戸大会｣, 魚住道郎 ｢森・里・海を腐植で

つなぎ共存・共生・協同の原理をもつ有機農業｣

ほか｡ 『土と健康』 No. 416, 2010年 5月号, 日本

有機農業研究会｡

(12) エリザベス・ヘンダーソン ｢世界に広がる

CSA｣ 『土と健康』 No. 416, 2010年 5月号, 日本

有機農業研究会｡

(13) 今井優子 ｢第 5分科会報告 オーガニック・マー

ケットにおける提携・PGS・認証｣ 『地域がささ

える食と農 神戸大会 報告書』 同実行委員会,

2011年 2月, 及び 『土と健康』 No. 418, 2010年

8・9月合併号, 日本有機農業研究会｡ なお, 同

分科会の企画・ファシリテーターは筆者が務めた｡

(14) 2010年 2月の ｢地域がささえる食と農 神戸

大会｣ に会場で採択された ｢大会宣言｣ には,

｢現状認識｣ のところで, 地域づくりが伴わない

ために提携運動が衰えた旨の記述が入っている｡

なお, 同大会宣言は, 最後の ｢方向性の共有｣ 部

分において, ｢食・農・環境にささえられた社会｣

｢人間と自然を共に尊重しあえる平和な社会｣ を

つくるためには, 健全な食と小規模な家族経営農

業を確立していくことが求められるのであり, そ

のためにも顔のみえる関係にこだわり, 提携思想

を深め, 世界の提携運動とも連携を強めながら,

有機農業を広めていこうと提唱している｡ 前掲注

(13)参照｡

(15) 前掲注( 7 )の報告書のうち, 直接提携グループ

の動向については, 2010年 3月間にアンケート

調査結果が掲載してある｡ いずれの報告書でも生

産者消費者交流などについて, 事例調査報告を掲

載している｡

グローバル経済下の有機農業 ｢提携｣ 運動
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�Summary�

Organic Agriculture “TEIKEI” Movements

under the Globalization :

Community Supported Agricultures meet IFOAM’s Participatory Guarantee Systems

KUBOTA Hiroko

In 2004, the International Federation of Organic Agriculture Movements launched a new

organic verification systems alternative to the ISO�type independent third-party certification. It

is called “Participatory Guarantee Systems”. The PGS are locally focused quality assurance

systems, and they verify producers based on active participation of stake holders and are built on

a foundation of trust, social networks and knowledge exchange. Costs of participation are low

and mostly take the form of voluntary time involvement rather than financial expenses. Moreo-

ver, paperwork is reduced, making it more accessible to small farmers. On the other hand, many

small farmers have organized a Community Supported Agriculture, that is, local food systems

with partnership between producers and consumers. Now, IFOAM has a major role in supporting

small CSA farmers through PGS initiatives.

Keywords : Organic Agriculture Movement, TEIKEI movement, Community Supported Agriculture, Inter-

national Federation of Organic Agriculture Movements, Participatory Guarantee System




